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背景 

【NSAによるメルケル盗聴事件】 

 

10/23独メルケル首相が米国家安全保障局（NSA）
に盗聴されていたことが、元CIA職員のリークによ
り発覚。盗聴は2002年から行われていたとみられ
る。ドイツの他、３５ヶ国の首脳の電話の盗聴が判
明。激怒して抗議するメルケル首相に対してオバ
マ大統領は「知らなかった」と話している。ドイツで
は18日に議会が集中討議を予定。今後の対応を
決める模様。 



比較対象 
 アメリカ 

New York Times （中津） 

USA TODAY（葛） 

 ドイツ 

Frankfurter Allgemeine Zeitung（千葉） 

 イギリス 

The  Guardian （横田＆斉藤） 

The Times （横田＆斉藤） 

 スペイン 

ABC （葛） 

 日本 

朝日新聞 （葛） 



・・・仮説・・・ 
アメリカとの関係性の違いで報道量と内容に差がでてくる

のではないか。 
イギリス 

最大の貿易相手国。 

直接投資のパートナーシップ共有を共有しており 

互いに「最も重要な二国間関係」と断言している。 

日本 

アメリカは唯一の同盟国 

安全保障条約を結んでおり、安全保障上でも重要なパートナー 

2006年まで最大の貿易相手国であり、現在も中国に次いで第２位 

ドイツ 

第２位の貿易相手国 

スペイン 

前政権下で冷却化した関係を現在修復中 

ほかの３カ国に比べて経済的な結びつきは弱い 

 

イギリス＝日本＞ドイツ＞スペイン 

 



比較 
 アメリカ ドイツ スペイン イギリス 日本 

記事の頻度 N:10/24から
ほぼ毎日 
U:10/25から
二日置き 

10/24から毎

日 最初数
日で15以上 

10/24から二
日置き 

G:24日 
T:25日から 
10/24~26ま
で 

盗聴疑惑 

国(新聞の)
の反応 

批判的 

ドイツ人の友
達はブチ切
れ 

アメリカ擁護 

文章の雰囲
気 

N:中立的 

同じ事が繰
り返し 
U: 

発覚直後は
批判的、だ
んだんと穏
やか 

T:大きな

ニュースとし
て取り上げら
れていない 
G:Tとは真逆 
批判的 



アメリカ 

New York Times 
・10/24から盗聴の記事が始まる 
・非常に淡々としているのが特徴 
・文章が多く、写真も特にこだわりがない 

・盗聴の記事は毎日２、３つ取り上げられて
いて、アメリカの記者とヨーロッパにいる記者
といった形で記事がわけられている。 



記事のまとめ 

• 10/24 Anger Growing Among Allies On U.S. Spying 
• 10/25 Allegation od U.S. Spying on German Leader Puts Obama at 

Crossroads 
• 10/25 Indignation Over U.S. Spying Spreads in Europe 
• 10/26 In Spy Uproar, ‘Everyone Does It’ Just Won’t Do 
• 10/26 Amid New Storm in U.S.-Europe Relationship, a Call Talks On 

Spying 
• 10/28 Data Suggests U.S. Spying On Merkel Dates to ‘02 
• 10/29 Obama May Ban Spying On Heads Of Allied States 
• 10/30 Spying Known At Top Levels, Officials Say 
• 10/30 As it Denounces U.S. Spying, Europe Delays Privacy Protection 

At Home 
• 10/31 Tap On Merkel Provides a Peek at a Vast Spy Net 
• 10/31 No Action in Congress, So States Lead the Way Enacting 

Privacy Laws 
• 11/1 One Casualty of Eavesdropping on Merkel: A Warm Rapport 

 



10/24 
 



10/25 



10/26 
 



10/28 
 



10/29 
 



10/30 
 



10/31 
 



11/1 
 



記事の印象 

• ・“Friendly” “trust” といった＋のイメージを持

つ単語を多用し、ドイツは敵ではないという主
張が感じられた。 

• ・写真が少なく、過去に撮影された写真や、特
に印象に残らない写真を載せている。 

• ・最初は国際面が多かったが、次第に国内向
けの記事が多くなった。 

• ・中立的で、他国が書いた新聞みたいな印象 



考察 

• とにかく記事数が多かった。 

• アメリカの、盗聴で一番有名なウォーターゲート
事件では盗聴発覚から当時のニクソン大統領辞
職まで２年の歳月がかかった。なので今回もこ
れからの動きに注目されるだろう。 

• しかし、今回の事件とウォーターゲートが比較さ
れている記事はなかった。 

• 最初はメルケルとアメリカの記事ばかりであった
が、問題が明らかになるにつれ、大きなストー
リーに発展している。まだまだ展開がありそうな
雰囲気がある。 
 
 
 



  
 

10/25 NEWS面 

Spying on allied leaders carries a big 

downside 

同盟国のリーダー達をスパイすること
は大きなマイナスである 

内容： 

・ガーディアンはNSAが世界の35人の指導者
を盗聴していたと報道。 

・諸外国は激怒 

・テロや麻薬密輸と戦う我が国にとってこの
事実で外国に責められることは大打撃 

 

★America has enough enemies in this 

world without creating new ones.  

 



  10/25 WORLD 

 EU may act over U.S. spy reports 

 

内容： 

・世界経済の半分を占めるＥＵが米国に対し
処置を講じる構え。 

・今まで通りに戻ることは難しいと独・防衛大
臣が言う。 

・オバマはメルケルと7000万人のフランス人
を盗聴した疑い。 

・アメリカ国民は真実を証明すべきという。 



  10/28  
 WASHINGTON 

Rogers, NSA deny snooping claims;  

GOP lawmaker: French eavesdropping 

reports are '100% wrong‘ 

NSAは盗聴を否定：共和党議員はフランスの
盗聴疑惑は間違っているという 

 

内容： 

・独・仏は米国を非難、それが西欧諸国で報
道されている。 

・NSAが盗聴してるという情報がリークされて
いる 

・NSAによる弁解 

Rogers, of Michigan, called criticism of the 

U.S. intelligence operations from European 

leaders “disingenuous（=不正直・腹黒い）." 



  10/30  
WASHINGTON 

President weighs how to monitor U.S. 

allies 

大統領は同盟国を監視する方法を考
えている 

 

内容： 

・オバマ政権は火消しに追われている 

・スペイン、フランス、ブラジル、メキシコも米
国に対し抗議文を出した 



   

 

10/31 

 Top NEWS 

Spying uproar could spark changes 

not seen since 1970s 

スパイ騒動が1970年以来の変革を引
き起こす 



ドイツでの報道 

• 「Frankfurt Allgemeine Zeitung 」を調査 

• 調査対象:10/24〜11/1 

• 報道数：事件発生から３日間で、計１５以上の記事 

• 報道規模：事件の当事者として大々的な特集が連
日に渡り行われた 

• 現在：報道数が少なくなった今でも、関連報道が続
いている状況 



ドイツ（誌面の割合） 

• 10/24  2面全てが盗聴に関する記事 

• 10/25  １面に概要、２，３面に特集（記事数4） 

      その他のページに４つの関連記事 

• 10/26 ２ページに渡り特集（記事数4） 

      その他のページに２つの関連記事 

・ 10/28,29  1面、２面に関連記事 

・ 10/30,31    １面とPolitikに記事      



10/26 



ドイツ（ヘッドライン） 
・10/24・・・s1Merkels Handy Möglicherweise abgehört (メルケルの携帯、盗聴の可能性) 

        s27 Gebt uns unser Grundrecht auf Privatsphäre zurück (Feuilleton) （個人的人権返して） 

・10/25・・・s1, Empörung über Amerika in Berlin und Brüsselベルリンとブリュッセルにて、アメリカに対して激怒 

       s2s3(Politik),Du sollst kein Handy haben neben mir.(私の近くで携帯を持たないほうがいいわよ) 

       Auf der Suche nach dem verlorenen Vorteil(失われた利益を探して) 

        s13(Wirtschaft) Deutsche Industrie sorgt sich um Sicherheit（ドイツ産業、安全への懸念） 

           →関連s15 (wirtschaft)Deutsche Industrie sorgt sich um ihre Sicherheit. 

        s37(Feuilleton) Der Feinds schreibt eine SMS 

・10/26・・・s1EU will trotz Abhör-Affäre weiter über Freihandel verhandeln. (EU、盗聴問題に関わらず自由貿易交渉へ) 

       s1-2 Ziemlich ausgespähte Partner見張られたパートナー 

       (Erkennt Obama nicht, wie groß hierzulande der Vertrauensverlust ist?（オバマは信頼関係喪失の大きさに気が付かないのか？ 

       s2(Politik) Verabschiedung neuer Datenschutzregeln verzögert sich（メル写真指差しピンク）新しいデータ保護条約議決遅れる 

       s2(Politik), Es regiert der Konjunktiv(接続法の支配)  

       s5(Politik)Am Ende nur eine sehr Mulde Rüge für Obama(最後には穏やかな叱責) 

       s14(Wirtschaft)340 Sextillionen Schlüssel(340.000.000.000.000.000の鍵) 

・10/28・・・ｓ１Merkel angeblich schon seit Jahren abgehört,  メルケル、すでに１０年位上盗聴されていた模様 

        s2(Politik)Der größte deutsch-amerikanische Stresstest（オバマの写真）独米の大規模ストレステスト 

       Deutschland und Brasilien arbeiten an Resolution zu NSA(ドイツとブラジルNSA問題解決に取り組む) 

・10/29・・・s1,Sondersitzung des Bundestages wegen NSA-Abhöraffäre（NSA盗聴により急遽連邦議会開催） 

        s2,Zeitung Obama stoppte Ausspähen Merkels im Sommer(オバマ 夏にメルケル盗聴やめていた) 

・1030 ・・・ ｓ１Feinstein Der Präsident hat nichts gewusst(大統領は知らなかった)， 

                    s1ｓ２politik Obama wusste nicht(オバマは知らなかった) 

       Vom Patriotismus zur Freiheit(自由のための愛国心)． 

10/31・・・Washington wirft Deutschland Spionage gegen Amerika vor.(ワシントンがドイツのアメリカへのスパイ行為に対して避難) 

                   Erst emp:rt, dann bloßgestellt – Pris Madrid und die NAS 



ドイツ（画像） 
10/24 s27(Feuilleton)  
 Gebt uns unser Grundrecht auf Privatsphäre zurück  
（個人的人権返して） 
内容：基本的人権はもはや存在しない 

10/25 s2s3(Politik) 
Du sollst kein Handy haben neben mir. 
(私の近くで携帯を持たないほうがいいわよ) 
 

10/25 s2(Politik)  
Verabschiedung neuer Datenschutzregeln verzögert sich. 
新しいデータ保護条約議決遅れる。 



ドイツ（技術面） 

10/26 s14(Wirtschaft)  
     340 Sextillionen Schlüssel 
  340.000.000.000.000.000.000のロック 

 10/25 s13(Wirtschaft)  
Deutsche Industrie sorgt sich um Sicherheit 
（ドイツ産業、安全への懸念） 



ドイツ（画像） 

10/26 s5(Politik) 
Am Ende nur eine sehr Mulde Rüge für Obama 
 最後には穏やかな叱責 

Beim EU-Gipfel in Brüssel herrscht beträchtlicher  
Ärger über die Abhörung durch die Amerikaner.  
Die Europäer wollen aber politische Eskalation 
verhindert. 

10/28s2(Politik) 
Der größte deutsch-amerikanische Stresstest 
独米の大規模ストレステスト 



ドイツ（見出し） 
10/26 Er regiert der Konjuktiv： 
          ＊接続法の支配 
＊接続法 
  ドイツ語における文法用語。 
  仮定などを表すために使われる。 

10/28 
Der größte deutsch-amerikanische Stresstest 
（Stresstest：ストレステスト・・・駆け引き？） 

10/31 
Washington wirft Deutschland  
Spionage gegen Amerika vor. 
(ワシントンがドイツの 
アメリカへのスパイ行為に対して避難) 



ドイツ（報道の特徴） 

・事件当初は「個人的人権を返して」といったヘッドラインに始
まり、「基本的人権はもはや存在しない」（Ein Grundrecht des 
Menschen, das Grundrecht auf vertraulich Kommunikation, 
existiert nicht mehr.）と強めの口調。 
 
・「アメリカに対して激怒」(Empörung über Amerika)といったメ
ルケル首相の態度を報道。 
• 並行し、技術面での懸念も報道。Deutsche Industrie sorgt 

sich um Sicherheit（ドイツ産業、安全への懸念） 
 

・非難とみられる記事は最初の３日間に多く、１０月末頃から
は、アメリカとの今後の関係を取り上げる記事が多い 
 



ドイツ（まとめ） 

①メルケル首相だけに焦点があたり、国民のプラ
イバシーに関する記事は大きく取り上げられては
いなかった。 
 
②なぜ「穏やかな叱責」と書いたのだろうか 
考察 
→日本程ではないにしろ、迂闊な態度は取れな
い？ 

  ＥＵと米国間の自由貿易協定（ＦＴＡ）の交渉継
続を主張しているという側面もあるからだろうか。 
 

 



考察 

• 写真はあまり使われていない 

• アメリカを痛烈批判 

• 皮肉 

★America has enough enemies in this world 

without creating new ones.  

 

 



イギリスでの報道比較 
 

• リベラル紙「The Guardian」保守紙
「The Times」の２紙を調査 

• 事件発覚から11/11の間で、事件が報道さ
れたのはわずか3日間のみ 

 →他の国と比較して著しく短い 

 

 



10/24 

・１面に大きく掲載 
・Snowden氏から提供された情報を元にいち早
く事実を報道 
・盗聴に対するドイツ政府の反応を紹介 
“Merkel upbraided Obama unusually sharply and also 
voiced exasperation at the slowness of the 
Americans to respond to detailed questions on the 
NSA scandals since the Snowden revelations first 
appeared in the Guardian in June.” 

・掲載なし（王室特集が主） 



10/25 

・１面に大きく掲載＋社説 
・スノーデン氏の文書を基に報道 
・アメリカの諜報経路について細かい説明 

・４面に掲載 
・見出し「今回の騒動が自由貿易協議を妨げる」 
 (Merkel phone hacking row could stop EU free-trade talks with 

US) 
・諜報行為は驚きではないという論調 
    “This is not a surprise – countries spy on each other” 
     “It seems that our politicians don’t read the report we send 
them. 
      The agencies know that all country carry out surveillance”  

“Such Rolodexes may contain  contact 
information(...) to include direct line, fax, 
residence and cellular number” 
“...memo reveals that the NSA encourages senior 
officials in its ”Customer” departments, such as 
the White House, state department and Pentagon 
to share their Rolodexes” 
  



10/26 

・１面に大きく掲載 
・GCHQ(イギリスの諜報機関）を非難。いかに
責 
 任を回避しようとしているかを、スノーデンの 
 文書から引用し非難 
   ”GCHQ lobbied furiously to keep secret the fact that 

telecoms   
      firms had gone…” 

 

・４面に掲載 
・対米の共同声明にサインしたキャメロン 
 首相の「我々には勇敢な諜報部員が必要」 
 という談話を紹介 
  “we need those people, they are brave people who 
help us to    
  keep safe” 

諜報行為に寛容/重要視していない 英政府を厳しく追及する姿勢 



考察 
 

 イギリスはアメリカ他と諜報協定（UKUSA協定）を結
んでおり、深いつながりがある 

 一方、今回のEUサミットで米の諜報行為に対する共同
声明にサイン→非常に微妙な立場 

ガーディアン紙はリベラルな紙風と、2013年6月にスー
デン氏から譲り受けたNSAに関する情報を持っている 
諜報問題において波風を立てたくない、イギリスとガー
ディアン紙の対立→今回の報道規制を生んだ 



    10/24 INTERNACIONAL面 

Angela Merkel pide a Obama que 

aclare si la NSA ha espiado su 

teléfono móvil 

メルケルはオバマに対してNSAがメルケルの

携帯を盗聴したことを明らかにするよう求め
た 

内容： 

メルケルのオバマへの抗議内容 



    10/25 INTERNACIONAL面 

Crece la indignación en Alemania 

por el caso del «móvilgate» 
ドイツ国民の怒りがどんどん大きくなる 

 

内容： 

・盗聴の詳細、スノーデンについて 

・ノキアについて 



    10/27 INTERNACIONAL面

EE.UU. tenía en 2010 un equipo de 

espionaje instalado en Madrid 

2010 

アメリカは2010年にマドリードにスパイ機関を
持っていた 

 

内容： 

・アメリカは世界に９０のスパイ機関を持って
いる 

・各国の状況 

・ホワイトハウスもほぼ同じようなスパイ機関
である 

・独、仏は連合した 



  

  



           10/28 INTERNACIONAL面 

    



  10/28 INTERNACIONAL面 

Bush empieza a espiar a Merkel 

ブッシュはメルケルのスパイを始める 

Obama mintió cuando dijo a Merkel que no sabía que la NSA 

la espiaba 

オバマはＮＡＳがメルケルをスパイしたということを知らなかったと嘘をつい
た 

内容： 

・ＮＳＡがスパイしていることを知りつつ、そのまま続けることをオーダーした 

・76％のドイツ人がオバマからの直接の謝罪を求めている 

・古い携帯だけでなく安全なはずの新しい携帯もスパイされた 

・Frankfurter Allgemeine Sonntagszeitung は 

オバマは私はスパイについては何も知らなかったと嘘をついた と報道 



    10/31 INTERNACIONAL面 



  10/31 INTERNACIONAL面 

NSA espió al Vaticano durante el cónclave que eligió al nuevo 

Papa 

NSAは新たな教皇を選出するコンクラーベ中もバチカンを盗聴 



考察 

• 内容は、ドイツ紙からの引用が多い 

• 事実報道 

• ドイツとアメリカは同盟国 

• 「嘘をついた」という単語を多用 

• 時間が経つにつれ写真を多用 

特にオバマ氏の能天気そうな写真 

⇒皮肉的な意味を込めて 

 



  
10/24 夕刊 トップ 

独首相の携帯 米盗聴か 

本人「信頼裏切る」オバマ氏に抗議 

 

内容： 

・首相はオバマ大統領に電話で「ドイ
ツと米国のような長年の友人の間で、
このような監視があってはならない。
（真実ならば）信頼を破る行為で、重
大な結果を招くことになる」と抗議 

・オバマ大統領は「首相の通信を監視
してはいないし、これからもしない」と
約束 

・盗聴は数年に渡っていた 



  
10/25 朝刊 国際面  

米の盗聴疑惑止まらず 

独メルケル首相の携帯も 

 

内容： 

・フランスやブラジルにも盗聴疑惑 

・オバマ「やっていなし、これからもや
らない」 

・安倍首相の携帯は全く問題ない 



  
10/25 Pg.2  

ＥＵ、盗聴解明合意 英紙、新たな疑
惑報道  

 

内容： 

・EU連合が盗聴疑惑を討議 

・英紙ガーディアンがＮＳＡが世界の
指導者３５人の電話を盗聴していた、
と報じた。 

・盗聴された指導者の国籍や名前は
明かされていない。 



  
10/26 朝刊 国際面 米国の盗聴疑惑、   10/28 2面                
対テロ協調で苦心  ＥＵ説明要請へ 



  
10/28  10/28 



  
10/28 国際面  

メルケル氏携帯、０２年から盗聴か 
独誌報道、米大統領「知らなかった」   

 

内容： 

・オバマ氏は「知っていたらすぐにや
めさせていた」と謝罪した。 

・大衆紙ビルト日曜版は２７日、米情
報筋の話として、オバマ氏は１０年に
ＮＳＡからメルケル氏の盗聴について
知らされ、許可した、と伝えた。 



  10/29 キャメロン英首相、盗聴報道に「圧力」 ガーディアン紙を議会で批判 

米大使館の盗聴拠点、日本はなかった？ 独誌、８０カ所公表 

10/30朝刊 米大使館の盗聴拠点、日本はなかった？ 独誌、８０カ所公表 

10/31朝刊 （社説）情報を守る 盗聴国家の言いなりか 

（引用）いま情報保護のために矛先を向ける相手は自国民ではなく、米政府であるの
は明らかだ。安倍政権がやるべきことは、日本の市民のプライバシーが侵されてい
ないかを確認し、個人情報を守る国際規範づくりに率先して参画することだろう。そ
れこそ積極的平和主義と呼ぶにふさわしい行動だ。 

 

10/31 夕刊「国連の通信、傍受しない」 米、反発受け確約  

11/4 朝刊 独仏情報機関も盗聴 欧州４カ国、英と連携 英紙報道 

11/7 朝刊 英情報機関、独で首相府など盗聴か 大使館拠点 英紙報道 

11/10 朝刊 機密報道、強まる圧力 英ガーディアン編集長、議会呼び出し 

 



考察 
直接関係のない国際的な事件に関してここま
で報道量があるのは珍しい？ 

→昨今、情報セキュリティに関する報道が過熱

している中で、改めてことの重大さを報道したい
ためか。 

 

 



全体の考察 
当事国は報道が多い 

第3者国は新聞社に大きな差は出なかった。（イギリスは例外） 

→今回のことがあまりに大きな事件であるがために、たとえ強国ア
メリカであっても、各国から多くの批判が出た。まさに世界VSアメリ

カという状況とも言えるがためにあまりアメリカに対して遠慮してい
るという感じもしない。 

 

ただ単にアメリカを批判しているわけではない？ 

→盗聴発覚後、様々な国がアメリカへの信頼を失ったが、盗聴され

た国は「対アメリカ」「対スパイ活動」と国がまとまるきっかけができ
たため、国の報道機関や政府はこれを活かして報道や政治を行っ
ている。 
 
 


